
早稲田大学環境総合研究センター                最終更新日：2020年 5月 19日 

研究クラスター「非食糧系バイオマス利活用システムの構築に関する包括的研究」 

題目 「中山間地域と都市部の連携による森林整備の取り組みに関する考察」 

「秩父地域における森林環境譲与税の活用取り組みに関する考察と課題」 

著者 納富 信、石 佳凡 

中山間地域と都市部の連携による 

森林整備の取り組みに関する考察 
【要旨】 

森林環境譲与税の配分基準に人口を入れた結果、人口が多く林

業が盛んでない都市部に対して相対的に森林環境譲与税が多く

配分される見通しである。そのため、都市部が森林環境譲与税で

地方部における森林整備費用を支援するのは、一つの活用方策

であると考えられる。本稿では、森林管理における都市部と地方部

との連携状況を把握するために、公開情報を用いて東京 23 区と

地方部との連携状況を整理した上で、59 の都市部自治体に対し

て地方部との連携状況と可能性に関する調査を実施した。その結

果、友好都市、同じ流域内の地方自治体からの連携打診は受け

入れやすいことがわかった。また、連携事業による効果は、森林の

少ない都市部住民には理解されにくいことが課題として示された。

そこから「両地域の関係構築」、「CO2 排出量の削減に対するニー

ズ」、「事業成果のわかりやすい指標」、「事業予算の確保」を連携

促進要因と導いた。一方、連携事業の実施予定がない都市部自

治体の中の一部は、木材利用の促進、環境体験学習等を通じた

森林整備に取り組む意思を持っているが、地方部からの打診が無

いことがわかった。地方部と都市部の間に意志疎通の余地がある

と考える。 

 

 

 

 
 

 秩父地域における森林環境譲与税の 

活用取り組みに関する考察と課題 
【要旨】 

市町村が森林管理にて実施する間伐作業、木材利用促進、それ

に関わる人材育成・確保などに必要な地方財源を安定的に確保

する観点から、森林環境税及び森林環境譲与税を創設し、2019

年度から譲与が始まった。本稿では秩父市森づくり課に対して本

税の活用に関するヒアリング調査をおこない、秩父地域（秩父市、

横瀬町、皆野町、長瀞町、小鹿野町）における森林環境譲与税に

関する活用計画の立案と実行への促進要因を明らかにするととも

に、取り組みにおける今後の課題を整理した。その結果、従来か

ら秩父地域における森林資源利活用の取り組みには秩父市を中

心に広域で施策をまとめて計画・実行する特徴があることがわか

った。そこから、活用計画の立案と実行の促進要因として、「林業

専門家の存在」「地域・自治体間の連携」「地域林業関係者のサ

ポート」を取り上げた。一方、秩父地域における森林の機能を十分

に発揮させるために、秩父地域に限らず荒川の中・下流域に位置

する都市部に配分される森林環境譲与税を、上流（源流）の森林

整備費用として支援を募っている。この支援金を維持するため

に、都市住民に森林整備による効果を理解しやすく伝達すること

が今後の課題である。 
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